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　日ASEAN友好協力５０周年を記念して 2023 年７月５・6日
東京で開かれた「日ASEANユースフォーラム」。未来社会への
提言を討議し、その『勧告』を「司法外交」閣僚フォーラム中の
「日ASEAN特別法務大臣会合」（同月 6日）で行った。
　写真は、修了証書を手に参加者全員で記念撮影。

日ＡＳＥＡＮユースフォーラム開催

若者65人が未来社会へ提言
「2050 年に向けてより良い社会を共に創る」
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策を施した上、オンライン参加を組み合わせた
ハイブリッド方式で開催されました。
　延期後、開催までの間、国連や関係省庁等
と行った様々な調整と交渉は大変なものでし
たが、無事一人の感染者を出すことなく会議
を終えたこと自体が大きな成果でした。
　京都コングレスの成果文書として、京都宣
言が採択されましたが、前回のドーハコング
レスを踏襲して、会議初日に採択されました。
　政治宣言には法的拘束力はありませんが、

　令和 5（2023）年 12 月 11 日付けで、アジ研
所長に就任しました。どうぞよろしくお願い
します。
　アジ研勤務は初めてですが、法務省刑事
局国際課、在米大使館等、16 年ほど法務省
の国際業務に従事しました。平成 30（2018）
年から約 3年半にわたり、国際担当の法務省
大臣官房審議官として勤務し、在任中、京都
コングレス実行委員会事務局長として、アジ
ア刑政財団も参加された京都コングレスの開
催準備を担当しました。このようなご縁に鑑
み、ここでは、京都コングレスについて書い
てみます。
　京都コングレスは令和 3（2021）年 3 月、国
立京都国際会館において開催された第 14 回
国連犯罪防止刑事司法会議の呼称で、コング
レスは 5年に一度開催される犯罪防止・刑事
司法分野における国連最大の国際会議です。
　本来、2020 年 4 月に開催されるはずであっ

た京都コングレスは、
皆様ご承知のとおり、
新型コロナウィルス
感染症の影響により、
開催の約 1か月前に
延期が決定され、結
局2021年3月に、来
場参加者の数をしぼ
り、様々な感染症対
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参加国の政治的な決意の表明として、次のコ
ングレスまで、毎年その実施状況が報告され
るなど、現時点の犯罪防止・刑事司法分野の
課題を示すものであり、各国とも、その内容
には多大な関心を示します。そのため、その
文言交渉は熾烈なものになる宿命でした。
　京都コングレスの政治宣言交渉は、2019
年 1 月から始まりました。世界の 5地域で地
域準備会合を開催して、地域ごとに政治宣言
に盛り込むべき事項を提案してもらい、その
全ての会合に私は出席しました。
　ところで、交渉を開始するにあたり、日本
としては何を政治宣言に盛り込むべきかにつ
いて予め内部で議論を行いました。
　その結果①実務家の能力強化②法の支配を
市民側から支える「法遵守の文化」③再犯防
止と官民・他機関連携（マルチステークホル
ダー・パートナーシップ）を掲げていくことに
なり、各地域準備会合で取りまとめる勧告に
も、これらが盛り込まれるよう努力しました。
　同年 9月には、私が議長となり、京都にお
いて、専門家会合を開催し、各地域準備会合
で勧告された内容を素材に、政治宣言の構成
や内容を議論しました。
　過去の政治宣言を読んでいただければわか
りますが、最近の政治宣言は、各国の要望を
盛り込む余り、長文化が進み、構成も未整理
なものとなっていましたが（例えばドーハ宣
言は小見出しはなく、14 個のパラの下に無
数のサブパラグラフが続く体裁）日本がホス
ト国として取りまとめる以上、京都宣言は、
簡潔で読みやすく、骨太のメッセージを打ち
出すものであるべきであると考えました。
　そこで、専門家会合でも、その旨主張し、
これを実現する方法として、政治宣言を総論
と各論に分ける二部構成にし、総論に政治的
なメッセージを、各論にコングレスの議題ご
とに分けた具体的な施策を記載するという構
成でコンセンサスが得られるように、議論を
リードしました。

　その後、専門家会合の翌 10 月から毎月 1
回約 1週間の非公式協議を開始し、2020 年 1
月には総論 9パラ、各論 33 パラのゼロドラ
フトを提示しましたが、交渉が進むにつれて
案の定、その内容は肥大化していきました。
　途中コロナ禍で協議は中断し、その後、新
しい開催日程が決まったことから、協議を再
開しましたが、これまで面前で行っていた交
渉が、オンライン上の参加も得て行われるよ
うになりました。自国から気軽に交渉に参加
する人も増え、交渉相手も増えたため、妥協
案を模索する作業は困難を極めました。
　私も、午後 7時ころからオンラインで交渉
に参加し、終わるのが翌朝になることも度々
ありましたが、最終的にはコングレスの約
2週間前に日本が重視する 3項目を含む総論
20 パラ、各論 97 パラの京都宣言が妥結する
に至りました。
　京都宣言の内容は多岐にわたりますが、「更
生と社会復帰を通じた再犯防止」の小見出し
の下、6パラにわたり再犯防止が規定されま
した。また、アジ研は京都コングレスの再犯
防止に関するワークショップを運営し、その
後の国連総会決議では、このワークショップ
の議論の結果を踏まえ、再犯防止の参考とな
る施策の国際的ガイドラインを示す国連準則
（UN�Standards�and�Norms）として「京都
モデル戦略」の策定が提言されました。
　これらを踏まえ、現在、京都コングレスの
レガシーの一つとして、国連において「京都
モデル戦略」の策定プロセスが佳境を迎えて
います。アジ研も、その作成のためのプロセ
スに深く関与しており、今年も開催される政
府間会合にも参加します。
　個人的には、自分が出した宿題を自分で解
く羽目になった気分ですが、アジ研は今後も
この「京都モデル戦略」の策定や策定後の各
国による履行支援を含めた京都コングレスの
適切なフォローアップに貢献していきたいと
思っています。
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　本号発刊時には検事を定年
で退職し弁護士となっている
が、「私と国際」を個人的に
振り返ってみたい。

１．次長時代
　2014 年 4 月、佐賀地検次
席検事からアジ研次長に異
動した。かつて国際協力機
構（JICA）の長期専門家とし
てベトナム派遣を含め、通算
8 年間法整備支援に携わった
が、アジ研は勝手が違った。
それまでは個々の国を相手とし、同一機関を
対象とする継続的活動であったが、アジ研の
研修は様々な国から毎回異なる参加者が集ま
り、１回ごと完結する。当然、文化社会、法
制度や実務に相違があり、関心事項も異なる。
参加国に共通する実務上の課題を絞り込んで
テーマを決め、効果的な研修を企画するのは
たやすいことではない。二国間支援では先方
の具体的要望に合わせ、事前調査を行い、相
手国担当者と協議を重ねて支援内容を確定す
るが、それはアジ研では不可能に近く、内容
や手法は、国連の標榜する理念や価値を中心
に据え、国際的潮流を見極めて、アジ研側で
決めなければならない。このやり方に慣れる
のに少々時間がかかった。
　また、国連関係業務と、国連以外の国際的
なフォーラムや国際機関の行う各種の国際会
議・会合への対応も未経験であった。これら
も国連関連機関であり、国連犯罪防止刑事司
法ネットワーク機関（PNI）でもあるアジ研
としては重要な業務であって、次長として所
長を補佐しつつ、2015 年に開催されたドー
ハコングレスのワークショップ準備作業に当

たったほか、相当多数の国連の会合やその他
の国際会議に出席し、意見を述べる機会が
あった。全て英語を使用するが、国連独特の
言い回しや、刑事司法や矯正の分野における
専門用語が飛び交うので、英語に慣れていた
私でも若干苦労した。もっぱら途上国相手の
時期とは異なり、数多くの欧米専門家の駆使
する語彙や概念を理解し、これに合わせて自
らの意見・主張を展開する必要があり、ずい
ぶん勉強させられた。ウィーンでの国連犯罪
防止刑事司法委員会（コミッション）への出
席を含め、欧米諸国に何度も出張した。例え
ば、グローバルテロ対策フォーラム（GCTF）
の会議や国際刑事矯正財団（IPPF）のシン
ポジウムなど、個人的には得るところが多く、
印象に残っている。
　このころ痛感したのが、矯正・保護に関す
る自らの知識の乏しさである。犯罪者を訴追
して処遇を裁判所に求める立場にあるのに、
その犯罪者が、刑罰として具体的にいかなる
扱いを受けるかについて無知だったことは、
検察官として不覚の極みであった。本を買い
込むなどして少々付け焼刃の勉強をしたが、

アジ研勤務雑感

アジ研自体の地力強化が不可欠
前国連アジア極東犯罪防止研修所長　森永　太郎

最も歴史のあるPNI として
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これについては、矯正局及び保護局出身の教
官らが多くの事を教えてくれた。この分野の
知識は今も僅かなものに留まるが、その後、
多少の知ったかぶりをしても大恥をかかずに
済んだのはこれら教官諸君のお陰である。

２．所長として
　2017 年 10 月から、法務総合研究所国際協
力部の部長として再び二国間の法整備支援に
従事していたが、2021 年の 7 月、現在のア
ジ研所長の職についた。次長経験によりアジ
研業務については心得ていたが、コロナ禍で
状況は一変していた。しかし、この年の３月
に、厳重な警戒と多くの制約の下で、京都コ
ングレスが開催され、大きな成果を挙げてい
たこともあり、徐々に活動は再開され、研修
もオンラインからハイブリッドへ、そして対
面方式へと移行していった。現在ではアジ研
の活動はコロナ禍前に戻っていると言ってよ
い。
　就任以来心がけてきたのは、国連やその他
の関係国際機関との連携の強化である。
　犯罪防止や刑事司法、犯罪者処遇をめぐる
世界の情勢は刻々と変化している。特に、近
時のロシアによるウクライナ侵略や、ガザ地
区での武力衝突などは、この業界にも大きな
影響を及ぼす。その時々の国際情勢とそれに
連動する犯罪防止・刑事司法・犯罪者処遇に
関する制度・実務の動向を的確に捉えなけれ
ば、国際研修や地域研修、二国間研修の質は
維持できないし、国連等の場において求めら
れる貢献もできないであろう。そのような事
態を避けるには、常に国際機関や他の国際ド
ナーなどと良好な関係を構築し、活発な交流
と情報交換を通じて相互の能力を高めていく
ことが必要である。そもそも、アジ研の活
動は、日本国内のリソースだけで遂行でき
ず、世界中の専門家の知的な助力を必要と
する。アジ研は常に、国連薬物犯罪事務所
（UNODC）をはじめとする PNI のみならず、
多くの国際機関や政府機関あるいは諸外国の
専門機関などとの信頼関係を構築し、維持し
ていく必要がある。
　そこで、アジ研はポストコロナの重要課題

としてこのような連携協力関係の再構築・強
化を推進した。世界各国の多くの機関を訪問
し、相互の協力関係を再確認したり、新たに
協力覚書を締結したりした。職員の努力の結
果、相手方の理解も得て、現在進行中の国連
再犯防止モデルストラテジーの起草に関し、
昭島で専門家会合をハイブリッドで開催し、
多くの専門家の対面参加を得ることができた
し、国際刑事裁判所などの重要な機関とも協
力覚書を締結し、これに伴う交流や活動を行
うなど、連携の強化を図ることができた。
　また、私自身は、法整備支援からこの世界
に入ったといういわば「経路依存性」のせい
か、アジ研の行う二国間支援に思い入れがあ
り、積極的にこれを推し進めた。現在、アジ
研では複数の国々に対し、少年司法や犯罪者
処遇の分野で支援を行っている。これらもア
ジ研の重要な業務であり、ノウハウが存分に
活かせる活動である。二国間支援には独自の
難しさもあるが、相手国の人と一緒に何かを
築きあげる、という魅力的な活動である。今
後、二国間支援の案件も増加していく可能性
があり、アジ研の活躍が期待される。

３．アジ研の今後
　アジ研の業務は、現今の国際情勢の下で、
法の支配や人権、民主主義などの普遍的価値
の実現を一層強化する必要性があることに鑑
みると、一層増大し、高度化していくであろ
う。これに対応するには、組織の人的物的強
化もさることながら、内外関係者との一層の
連携協力に加え、アジ研自体の地力の強化が
不可欠である。他の PNI を見ても、その多
くは近年かなりキャパシティを上げてきてい
る。これらの仲間からも刺激を受け、自らの
能力に磨きをかけ、最古の PNI として一層
活躍することを期待したい。
　最後に、私事で恐縮であるが、これまで在
職中に一方ならぬお世話になった、上司や同
僚、教官や専門官、そしてすべての内外の関
係者、友人、知り合いの皆様にこの場を借り
て心からの感謝を申し上げたい。ありがとう
ございました。
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　日ASEAN友
好協力 50 周年
を記念し、2023
年7月5日・6日、
ホテルニューオ
オタニ（東京）
で、「法の支配推進のための日ASEAN特別
ユースフォーラム」が開催されました。その
概要は、法務省ウェブサイトにありますので、
ここでは、このフォーラム実現の経緯と意義
についてご紹介します。

ユースフォーラムの始まり
　そもそもユースフォーラムは、2015 年国
連犯罪防止刑事司法会議（ドーハコングレス）
の機会に若い世代の意見発信がなされたのが
始まりです。2021 年京都コングレスにも引
き継がれ、京都宣言に「犯罪防止のための若
者のエンパワーメント」として、フォーラム
開催や SNS を通じた若者の声の重要性が謳
われています。
　その後、法務省は「法遵守の文化」をテー
マに、次のグローバルユースフォーラムを開
催しています。
第 1回　2021 年 10 月 9 日・10 日（於東京国
際フォーラム）
第 2 回　2022 年 12 月 3 日・4 日（於京都国
際会館）
　第 2 回直前の 11 月、UNAFEI・TIJ（タ
イ法務研究所）・ACPF 共催でキティポン・
キタヤラク氏叙勲記念講演が催されましたが
（会報第 65 号）、今回の企画構想は、その直
後に持ち上がったものです。

企画構想の概要
　法務省担当部門は、次年度のユースフォー

ラムを考えていました。当時、日ASEAN
特別司法大臣会合が 2023 年 7 月 6 日にホテ
ルニューオータニ東京で開催される予定で
あったため、この機会に若者の活動と意見を
報告できれば、効果的・効率的にアピールで
きるという構想でした。年明け以降、G7 司
法閣僚会議も 7月 7 日開催となり、2会合を
「司法外交閣僚フォーラム」と銘打ち、ユー
スフォーラムはその口火を切る形になったの
です。
　ユースフォーラムに関して、海外の若者を
招く方策として着目したのが「日・ASEAN
統合基金」（JAIF）でした。この基金は 2006
年に創設され、域内格差是正などASEAN
統合の努力を支援するもので、日ASEAN
の協力推進活動に利用できます（外務省ウェ
ブサイト参照）。なお基金事務局はASEAN
事務局に設置され、全て英語対応です。
　この基金を使うには、提案機関（Proponent）
と事務管理団体（Implementing�Agency）
が必要ですが、JAIF 指針によれば法務省は
いずれにもなれず、TIJ に構想を話すと承諾
し JAIF への提案機関つまり主催者となった
のです。しかし、東京での実施であり、会議
運営、招聘事務等の事務を日本の業者に委託
して行うのは困難です。そこで、担当者から
ACPF が事務管理団体として協力してはど
うかという話があり、引き受けたのです。こ
こに、基金を利用した行事の実施態勢が整い
ました。名称は、これまでのユースフォーラ

日 ASEAN 特別ユースフォーラム

ACPF関与の経緯と意義

日・ASEAN 統合基金
Japan-ASEAN Integration 
Fund（JAIF）のロゴマーク
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ムと異なり地域限定であるため、「特別」ユー
スフォーラムとしましたが、日本にとって実
質的には第 3回となります。

ACPF 関与の意義と実際の動き
　この基金利用は、法務省担当部門とACPF
にとって初体験でした。ACPF事務局スタッ
フは少なく、法務省の協力なしには完遂でき
ません。しかし、このような経験を積み、実
績を残すことで、将来の活動への布石となり、
国連NGOとして総合諮問資格の地位を継続
する意味でも有意義なものでした。
　以上の次第で、2022 年 12 月 23 日までに、
TIJ を主催者、ACPFを資金管理団体として
基金の利用を申込みました。その後、2023
年 4 月 28 日の正式承認までの間、法務省担
当部門とメールや面談で情報共有し、ACPF
理事会での説明、資金受入用銀行口座の開
設等の準備を進めました。正式承認後は、
JAIF と TIJ・ACPF・法務省間のオンライ
ン会議で基金に関する報告手続等を確認し、
具体的な会議運営の業者と契約しました。
ASEAN諸国からの招聘対象者はTIJ・法務
省で行い、具体的な招聘手続は委託業者にお
いて実施し、ACPF は資金の受入・支払等
を担当した次第です。

参加者数とテーマ
　基金の性質から、招聘者はASEANの 10
か国、つまりブルネイ・カンボジア・インド
ネシア・ラオス・マレーシア・ミャンマー・フィ
リピン・シンガポール・タイ・ベトナムに東
ティモールからの参加者も加わりました。結
局、東京会合の参加者は、日本の参加者を加
えた 12 か国・65 名となったのです。
　テーマは「司法へのアクセスを強化するた
めのリテラシーの構築～デジタル時代におけ
る法の支配への鍵」です。2023 年 7 月の本
体会合に先立ち、5 月に UNAFEI が準備会
合を開催し、本体会合の参加者選定の一助と

し、本体会合後の 9月 15 日にはフォローアッ
プ会合がオンラインで開催されました。この
一連の活動が基金利用のプロジェクトとな
り、その終了後 2か月以内に資金管理報告を
しなければならないのですが、法務省協力の
下、10 月中旬には提出する運びとなりまし
た。

ユースの熱気と提言要旨
　参加者 65 名は、テーマについて、事前に
グループ毎にメールやオンラインで協議して
臨み、2023 年 7 月 4 日に来日し、7月 5日に
膝突き合せて議論し、グループ毎に数分の発
表を行うというものでした。日本の若い世代
にもこんなにも英語が堪能で堂々と議論し発
表できる人がいるのかと驚嘆した次第です。
　全体レポートは、ウィーンと日本の時
差 8 時間を利用して、国連薬物犯罪事務所
（UNODC）のチェックを経て仕上げ、翌 7
月 6 日には、日ASEAN 特別法務大臣会合
で発表となりました。
　その提言を、紙幅の関係で私なりに要約す
ると次のとおりです。
・�誰もが利用可能な司法の実現のために若者
の力と役割を認識し活用する。
・�司法・法曹の役割、市民権、法的権利に関
する学校教育等を充実させる。
・�日・ASEANの協力でデジタル社会に応じ
た司法制度の構築に寄与する。
・�官民協働でデジタル技術を活用し、社会的
弱者を含む市民の権利を実現できる制度構
築を目指す。
・�オンライン会議等を駆使してASEAN 諸
国間、また日本との間における格差解消に
努める。
　「最近の若者は……」論は杞憂に違いあり
ません。高齢化が進むACPF も、このよう
に若い力を利用しない手はないと感じた次第
です。
� （アジア刑政財団副理事長・山下輝年）
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　本会合は、セッション１とセッション２に
分けて協議が行われました。セッション１で
は、日 ASEAN 特別法務大臣会合共同声明

（¹）が採択され、セッション２では、本会合
に先立って日 ASEAN 高級法務実務者会合

（ASLOM）で採択されていた日 ASEAN 法
務・司法ワークプラン（²）が承認されました。
　ワークプランの実施に関しては、日本と
ASEAN が国際機関と連携して行うことと
されていたため、セッション２には国連開
発計画（UNDP）、国連薬物・犯罪事務所

（UNODC）、アジ研（UNAFEI）、タイ法務
研究所（TIJ）がワークプランの実施に関し
て発表を行うために招かれました。
　アジ研が ASEAN 各国の法務大臣や UNDP、
UNODC と同じテーブルに肩を並べて座って
いるのは大変光栄でしたが、日本政府からア
ジ研に対する期待もひしひしと感じました。
　このセッションで、アジ研は、これまでの
ASEAN 各国に対する支援及び新設予定の
課題別研修「日 ASEAN 刑事司法セミナー」
について発表を行い、一定の反響があったよ
うに感じました。
　なお、共同声明に、法務総合研究所国際協力

部（ICD）やアジ研の取組強化に関するパラ
グラフが盛り込まれたため、この日の夜の
ネットニュースでは、日本と ASEAN の法
相会合で、相手国の実情を踏まえた司法制度
を支援する取組や、法務省が運営する国連の
研修所での人材育成の取組を更に推進してい
くことが盛り込まれた共同声明が採択された
などという報道がされました。
　国内的にもアジ研の活動に光が当てられた
のはありがたいことでした。

　アジ研の特別イベント

　本体会合のセッション２が開催されている
７月６日の午後の同時刻頃、アジ研は、本体
会合とは別の部屋で、「法遵守の文化の比較
と検討」をテーマとする特別シンポジウムも
開催していました。
　まず森永太郎所長から導入講演があり、続
いて慶應義塾大学大学院法務研究科の松尾弘
教授から、基調講演として多様な文化の上に
成り立つ柔軟な概念たる「法の支配」、その
基盤となる「法遵守の文化」、そしてその相
互作用等についての考察が示されました。
　講演の詳細な内容は今後発刊予定のリソー
スマテリアル・シリーズをご覧いただきたい
と思いますが、いずれも東南アジアの発展の
歴史を踏まえた「法の支配」及び「法遵守の
文化」についての考察であり、西洋的な考え
方が強い国際会議の議論とはひと味違った興
味深い内容でした。
　これに続き、ASEAN 及び日本から合計
10 名のパネリストが、２つのパネルに分か
れてそれぞれの国の取組を発表し、文化の違
いを乗り越えた「法遵守の文化」の促進につ

司法外交閣僚フォーラム開会式で挨拶する齋藤健
法相（当時、現経産相）

１　https://www.moj.go.jp/content/001400049.pdf
２　「日 ASEAN法務・司法ワークプラン」の骨子、https://www.moj.go.jp/content/001400052.pdf

司法外交閣僚フォーラム本体会合
　アジ研が参加した日 ASEAN 特別法務大臣会合は 2023 年７月６日に開催されました。 
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いて、理解を深めました。
　「法遵守の文化」の醸成は 2015 年のカター
ルコングレスでも 2021 年の京都コングレス
でも政治宣言に入っていますが、一部の国か
ら反発があり、その後の議論があまり行われ
ていない状態にありました。しかし、日本が
支持した概念であり、今後も「法遵守の文
化」の理解を深めるイベントを、機会を捉え
てやっていきたいと思っています。

　おわりに

　ここで記載した活動以外にも、司法外交閣
僚フォーラムの機会に、アジ研は、保護局イ
ベントも共催しましたし、また、ユースフォー
ラムにも貢献しています。そちらの活動につ
いてもアジ研のホームページで詳細をご覧い
ただけますと幸いです。
� （アジ研次長・入江淳子）

松尾弘慶大教授の基調講演

パネリスト㊤左から　カンボジア汚職対策局・ソティモン氏、ラオス司法省・ヴァンナコネ氏、フィリ
ピン司法省・ジェロニモ氏、東ティモール汚職対策委・アウグスト氏、UNAFEI 教官・中山登氏
㊦左から　インドネシア最高裁・ブディダ氏、マレーシア刑務所・ラヒーム氏、タイ少年保護観察局・
スラリティダム氏、ベトナム最高人民検察院・オアン氏、UNAFEI 教官・宮川円氏

シンポジウム参加者の記念撮影開会の挨拶　上冨敏伸法総研所長

森永アジ研所長（当時）の基調講演 山下ACPF副理事長の閉会の辞
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　令和５（2023）年７月６、７日ホテルニュー
オータニ（東京）で開催された「司法外交
閣僚フォーラム」。その口火を切る形で７月
５、６日に行われた「日 ASEAN 特別ユー
スフォーラム」。国連アジア極東犯罪防止研

開会式で挨拶する Youth�Forum 代表・保井智仁さん（18歳、慶大法学部１年）。壇上左齋藤健法相
＝当時、現経済産業相、右へ谷垣禎一元法相、上川陽子現外相、アヒム・シュタイナー国連開発計画
（UNDP）総裁、ガーダ・ワーリー国連薬物・犯罪事務所（UNODC）事務局長

更
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開会の挨拶をする高見
康裕法務大臣政務官

タイ法務研究所（TIJ）
のピセット所長

12か国65人
ASEAN Japan　　　Special Youth Forum
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修所（UNAFEI）、アジア刑政財団（ACPF）
は国連薬物・犯罪事務所（UNODC）、タイ
法務研究所（TIJ）とともに重要な役割を果
たした。ユースフォーラムには 12 か国 65 人
が参加、真剣な討議に若さがはじけた。

パーティーで

ディスカッション

ユース代表カンボジアのレシ
ダ・テックさんから齋藤法相に
勧告が渡される

保井さんと TIJ プロジェク
ト・マネジャーのカンラ
ヴィー・キタヤラク氏

夏日真剣討議

ACPF発行の「安全な国　日本」
と会報 65号が参加者全員に

ASEAN Japan　　　Special Youth Forum
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　令和２年、新型コロナウイルスの世界的流
行のため海外との往来が制限されたことか
ら、アジ研は大きな試練に立ち向かうことと
なりました。振り返ってみれば、この３年間
は困難な時期でしたが、私たち職員が成長し、
国際研修の意義に改めて気付く契機でもあり
ました。

国際研修の実施延期
　令和２年２月 14 日、第 174 回国際高官セ
ミナーの最終日、その後３年間にわたってア
ジ研での国際研修が途絶えることになると
は、当時想像もできなかったことです。海外
出張が次々と中止になり、京都コングレスも
延期となりました。渡航制限により研修参加
者や海外客員講師の来日が困難になり、状況
がめまぐるしく変わる中、第 175 回国際研修
の実施延期が決定しました。令和２年は、誰
も予想しなかった事態が次々と起こり、先が
見えない時期でした。また、研修やセミナー
が軒並み中止や延期となり、勤務様態にも
様々な制約がある中で、再犯防止や犯罪者処
遇の推進という使命のためにアジ研はどのよ
うな貢献ができるのかを模索し、試行錯誤し
た時期でもあります。
　

オンラインでの国際研修実施
　国際研修を再開するための方法を模索した
結果、令和３年９月の第 23 回汚職防止刑事
司法支援研修から令和４年９月の第 179 回国
際研修まで、アジ研史上初めての試みとして、
全面的にオンラインで実施しました。最大の
難関は時差でしたが、参加者を時差によって
２グループに分けて、同じ研修を２つの時間

帯で実施することで対応しました。また、国
や地域によってインターネット環境が不安定
であったり、オンラインツールに慣れていな
い参加者がいたり、対面研修とは違う様々な
課題がありました。
　この期間、目覚ましかったのは、研修を支
える専門官の成長と活躍です。未体験だった
数々のハードルに一つ一つ向き合い、教官や
研修員のために力を尽くしてくれました。オ
ンラインであっても、研修参加者同士や教官
といつでも質疑応答ができるように、オンラ
イン上に質問箱を配置する等して、来日研修
と遜色のない交流が図れるよう配意しました
が、そのような工夫も、オンラインの知識と
技術なしには実現できませんでした。

JICA 東京での対面研修再開
　令和４年後半になり、少しずつ渡航制限が
緩和されました。対面研修再開の課題となっ
たのは、医療面での対応です。海外参加者が
新型コロナウイルスに感染したら、治療や
隔離といった対応が必要になります。そこ
で、第 24 回汚職防止刑事司法支援研修から
第２回再犯防止・被害者保護研修までは、医
療面のケアの徹底のために、アジ研ではなく
JICA 東京（東京都渋谷区）における対面研
修を実施しました。
　この期間には、各研修を担当するアジ研職
員が JICA 東京に通いましたが、JICA 東京
が食堂などの設備も立地も非常に優れた施設
だということがわかりました。幡ヶ谷駅徒歩
８分という好立地は、アジ研には太刀打ちで
きない魅力です。他方、研修参加者同士やス
タッフとの交流の深さがアジ研の強みであ
り、アジ研が、フレンドリーで温かみのある

令和２年から５年の

アジ研国際研修の軌跡～ Building Back Better
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生活環境を研修参加者に提供してきたことに
気付かされました。

アジ研での対面研修再開
　令和 5 年５月 12 日、第 181 回国際研修が
アジ研で始まりました。３年ぶりに海外研修
参加者のアジ研への到着を職員一同歓迎した
ことは、決して忘れられない感慨深い瞬間で
した。その後、第 182 回国際研修も実施され
ましたが、これまでのところ、研修参加者に
感染症などの疾病は見られず、全員元気に帰
国の途につきました。
　この困難に満ちた３年間、私たちは多くの
ことを学びました。協力して不測の事態に柔
軟に対応すること、オンラインスキルの向上、

研修参加者の健康を守ることの重要性とその
対策など、かけがえのない学びでした。「オ
ンラインでも、JICA 東京でも、研修参加者
に価値ある経験を提供したい」。その思いを
職員全員が共有し、一丸となって協力しな
がら、困難に立ち向かうことができました。
Building Back Better を目指して取り組んで
きた期間でした。
　そして、困難を乗り越えることができた原
動力は、アジア刑政財団をはじめとする支援
団体や関係者の皆様の声援でした。対面研修
が実施されない期間に、研修参加者との交流
を待ち望んでくれている皆様の声に接し、国
際研修を続けることの大切さを実感しまし
た。皆様の御支援、ご協力に心から御礼を申
し上げます。

コロナ後初の対面形式復活

第 181 回国際研修

「国境を越えた組織犯罪への対策」
　令和５年５月 12 日から同年６月８
日まで、アジ研にて第 181 回国際研
修「国境を越えた組織犯罪への対策」
が開催されました。28 名（海外 19 か
国 25 名、国内３名）の参加者を迎えて、
コロナ禍後初めて、アジ研における
対面形式での開催となりました。
　本研修は、①各国の最新の法制度
や実務、有用な知見及び取組を共有し
て、各国の刑事司法実務の改善につなげるこ
と、②円滑な国際協力と相互理解、各国の実
務改善のための継続的な情報交換に向けた
ネットワークを構築すること、を目的として、
この種犯罪について、①捜査、訴追及び公判
における効果的な法的枠組み及び手法、②特
に考慮を要する問題（例：犯罪収益の追跡、
没収及び回復、証人及び内部通報者の保護並
びに司法共助等）における効果的な法的枠組
み及び手法、並びに③上記①②に関する有用

な事例や課題と解決策を集中的に議論しまし
た。
　本研修では、アジ研教官の講義に加え、海
外は国際刑事裁判所、米国司法省及び欧州連
合刑事司法協力機構から、国内は警察庁及び
東京地方検察庁から講師をお招きし、国境を
越える組織犯罪事案の捜査・訴追・公判や関
連テーマについて、最新の知見に基づく講義

次ページに続く

アジ研玄関前で記念撮影
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各国の法制度及び実情について理解を深める
とともに、各国のグッドプラクティス、課題
及びこれに対する解決策を議論し、刑余者の
再犯防止に寄与する効果的な処遇や息の長い
支援等の在り方を検討しました。
　本研修では、アジ研教官等による日本の法
制度やその運用に関する講義のほか、海外客
員専門家や国内講師をお招きし、ご講演をい
ただきました。カンボジアのサブン氏からは、
同氏が代表を務める NGO プリズンフェロー
シップカンボジアが政府と連携して行ってい
る受刑者やその家族への支援について、フィ
ンランド矯正保護局のヘイディ氏からは、同
国の刑事司法制度や刑余者の円滑な社会復帰
に向けた施策等についてお話をいただきまし
た。また、国内講師として、刑務所出所者の
雇用を積極的に行ってこられた大阪のお好み
焼き店「千房」代表取締役会長の中井政嗣氏、
自身も少年院出院者で、現在は NPO 法人再
非行防止サポートセンター愛知の理事長とし
て若者の立ち直りを支援されている髙坂朝人
氏にご登壇いただき、活動内容やそれぞれの
ご経験等についてご講義いただきました。
　参加者はこの研修の受講を通し、また約１
か月間の滞在で他国の参加者と寝食を共にす
る中で、犯罪者の社会復帰支援に係る有用な
知見及び取組について学び合い、母国の制度

をいただきました。各講義の
後には、活発な質疑応答が行
われました。
　また、研修参加者による各
国の実務や課題に関する個人
発表を行い、各発表に対して
積極的な質疑応答が展開され、
他国の制度等への強い関心が
うかがわれました。研修終盤
には、研修参加者が３グルー
プに分かれて、グループワー
クを行いました。各グループ
では、情報通信技術が広く悪用
される現状で犯人を特定する手法、国際協力
の前提となる各国の法制度及び体制の問題
点、高度な捜査手法の活用、犯罪収益の剥奪
並びに国内外の各種機関との協力等について
議論し、問題点や有用な事例を共有しました。
その上で、共通する課題の特定と対応策を各
グループでまとめて発表し、研修の総括とし
ました。
　研修参加者からは、様々な知識を得られた
などの肯定的意見が多かった一方、講義等で
更に具体的な内容を扱うことや、模擬事例を
用いた集中的な議論の要望もありました。各
研修参加者の知見や専門性の程度により受け
止め方は様々ですが、意見を今後の研修に活
かしたいと考えます。

第 182 回国際研修

「刑務所出所者の効果的な社会復帰支援－就
労、住居、医療等の切れ目のない支援の実現
に向けて」
　令和５年９月８日（金）から同年 10 月３
日（火）まで、アジ研にて第 182 回国際研修
が開催されました。今回の研修では「刑務所
出所者の効果的な社会復帰支援――就労、住
居、医療等の切れ目のない支援の実現に向け
て」を主要テーマとし、判事、検事、矯正職員、
更生保護職員等の研修参加者 24 名が集まり、

浴衣を着て、「はいチーズ」
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の充実・発展に裨益する知識を得るとともに、
日々の交流により友情を育み、生涯にわたっ
て糧となる国際的ネットワークを築くことが
できました。
　本研修が実りあるものとなりましたのも、
ひとえに歓送会や支部旅行等で研修参加者を
温かくおもてなしいただいた ACPF 会員の
皆様のお心遣いのおかげです。とりわけ札幌、
福島、栃木、埼玉、大阪の皆様に受け入れて
いただいた支部旅行は、研修参加者にとって
一生の思い出として深く心に刻まれる大切な
時間となりました。多大なるご支援に厚く御
礼を申し上げます。

第 25 回汚職防止刑事司法支援研修

「国際協力を活用した効果的な汚職事件捜査」
　令和５年
11 月 ２ 日

（木）から
同 月 28 日

（火）まで、
アジ研にて
第 25 回 汚
職防止刑事
司法支援研
修が開催さ
れ ま し た。
今回の研修
では「国際
協力を活用
した効果的な汚職事件捜査」を主要テーマと
し、合計 34 名（海外 25 か国 30 名、国内４名）
の警察官、検察官、裁判官、汚職防止委員会
職員等の研修参加者が集まりました。同研修
では、刑事司法実務家の非公式なネットワー
クの構築、情報交換を目的とする金融情報機
関（FIU）やインターポール等の取組、捜査
共助や共同捜査等より正式な国家間の協力な
どの国際協力を幅広く扱い、いかに証拠能力
のある証拠を手に入れるか、いかに有効な資

産回復のための準備をするかについて議論し
ました。
　 本 研 修 で は、 国 連 薬 物・ 犯 罪 事 務 所

（UNODC）、香港の汚職防止委員会（ICAC）、
ユーロジャスト、オーストラリア連邦警察、
アジ研と同じ PNI の１つであるバーゼル研
究所（Basel Institute on governance）、 イン
ターポール、法務省刑事局、日本の FIU で
ある警察庁の犯罪収益移転防止室から講師を
お招きして、様々なタイプの国際協力の有効
な活用方法について講義をしていただきまし
た。また、グループワークでは、模擬事例を
用いた議論の後に、よりよい国際協力のため
のアクション・プランを研修参加者に作成し
てもらいました。研修全体を通じて、円滑な
国際協力、とりわけ捜査共助を成功させるた
めには、相手国の法と制度を理解する姿勢と
相手国との非公式なコミュニケーションを促
進することがいかに大事であるかというメッ
セージが繰り返し講師から発せられ、研修参
加者にもそれが十分に伝わったように思いま
した。
　本研修では、横浜税関に見学に行ったので
すが、その夜、ACPF 横浜支部が研修参加
者を横浜ベイクルーズに招待してくださいま
した。美しい横浜の夜景を見ながらのクルー
ズは研修参加者の印象に強く残ったようで、
１人の参加者は、「生まれて初めてクルーズ
船に乗ったこの感動をどう伝えれば良いか」
と私に言いました。また、最終日の全体評価
会でもクルーズが良い思い出となったと述べ
る研修参加者が何人もいました。
　親日家の刑事司法実務家ネットワークを構
築することもアジ研の重要な業務ですが、そ
れは日本の文化体験やアジ研の研修に協力し
てくださるみなさまの温かいおもてなしが
あってこそ達成できることです。日頃から協
力してくださる ACPF の皆様へこの場を借
りて心より感謝申し上げます。

  法務省赤レンガの中庭で記念撮影
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１　はじめに（ゴーン事件のこと）

　日産自動車の社長兼最高経営責任者だった
カルロス・ゴーン氏が電撃的に金融商品取引
法違反で東京地検特捜部に逮捕されたのは
2018 年 11 月の出来事。そして彼が、刑事被
告人として保釈中に関西国際空港からプライ
ベートジェットに積み込まれた楽器用トラン
クに身を潜めて国外逃亡して世界に衝撃を与
えたのが翌 2019 年 12 月のこと。
　ゴーン氏の逮捕・起訴については、元検事
として日本版司法取引が奏功した成功事例と
心の内で快哉を叫んだものの、衝撃的な国外
逃亡後はそれに憤慨し、彼が我が国の刑事司
法が手を出せない中東レバノンにいて我が国
の検察、裁判所、そして刑事司法制度を一方
的に批判している状況に切歯扼腕の思いを募
らせている。
　ゴーン氏に関してこのような思いを抱いて
いるものの、私がこの小文で書き記したいこ
とは、ゴーン氏の事件に関連することではな
く、彼の国外逃亡を手助けしたテイラー父子
の米国からの引渡しを契機とした日米間の引
渡しと捜査共助に関する体験的懐古談であ
る。

２　テイラー父子の引渡し

　報道等によると、2020 年 5 月、ゴーン氏
のレバノンへの逃亡を手助けしたとして米国
当局は我が国の要請に応えてマイケル・テイ
ラー氏（父）とピーター・テイラー氏（息子）
を拘束し、マサチューセッツ州連邦地裁の司

法審査を経て同年 10 月国務省は引渡し可能
との決定をした。これに対し、テイラー父子
は引渡しの差し止めを申し立て連邦地裁、高
裁、最高裁で争ったが、いずれの裁判所も申
し立てを棄却し、2021 年 3 月上旬両名は日
本当局に引き渡された。
　私は 1980 年代半ばから 1990 年代後半にか
けて、法務省刑事局付検事、在米日本大使館
一等書記官及び同局国際課長（当時）として
日米間の捜査共助案件や逃亡犯罪人引渡案件
の処理に関わった。国際刑事事件処理に携わ
る者として、その当時、諸外国からの引渡し
や捜査共助要請については、国際協調と正義
実現の観点からできる限り要請国の要望を尊
重する方針で対応することとし、就中、米国
要請案件については、それまでのこの分野で
の緊密な協力関係に鑑み、関係する条約と関
係法令の要件を充足する案件については、可

日米間の逃亡犯罪人引渡と捜査共助についての懐古談

アジア刑政財団理事長　北田幹直

北
田
幹
直
Ａ
Ｃ
Ｐ
Ｆ
理
事
長

本稿は 2023 年 3月第一東京弁護士会刑事法制委員会が出版した「刑事法制史 １００ 年
を振り返る」に掲載されたものを許可を得て転載するものです
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能な限り積極的に要請に応える方針で臨んで
いた。
　私は、上記のテイラー父子の引渡要請に対
する米国政府の対応と米国連邦裁判所の判断
は、日米逃亡犯罪人引渡し条約と米国連邦法
典の関係条文に照らして、当然の帰結である
と受け止めた。また、日本のこの分野でのそ
れまで尽力に対して相互主義（1）の観点か
ら当然応じてくれるであろうとの期待によく
応えてくれたものと評価し、さらにゴーン氏
逃亡という大きな不正義に対していささかな
りとも正義が実現される可能性に繋がったこ
とに溜飲が下がる思いがした。

３　印象的な刑事関係の日米協力事例

　テイラー父子の米国から日本への引渡しに
関連して、私が過去に取り扱ったり見聞した
りした日米間の刑事事件で印象に残っている
ものを書き記し、なぜテイラー事件に関し、
米国が相互主義の観点から引き渡してくれる
であろうと期待したかについて書き留めてお
きたい。

（1） 新任検事時代（ロッキード事件）
　私が、検事に任官したのが 1976 年 4 月の
ことで、同年 2 月にロッキード事件が発覚し
た。その後の検察捜査の過程で米国当局の絶
大な協力を得て米国在住の重要証人の証言や
証拠を確保することができ、その協力が元総
理の収賄などを暴き、その起訴と有罪判決に
繋がった。米国の捜査協力は大きく報道され
たこともあって強く印象付けられ、その印象
と記憶がその後の個人的な日米協力推進に影
響したと思う。ちなみに、ロッキード事件捜
査の過程で築かれた日米司法当局間の良好で
強固な人脈は、その後の歴代の法務省アタッ
シェ（２）に引き継がれ、私が 1987 年に赴任
した時も引継ぎを受けたし離任に際しては後
任者にそれを託した。

（2） 刑事局付検事時代（著作権法違反事件の
引渡し）
　国際関係担当の法務省刑事局付検事時代に
扱って印象に残るのが、著作権法違反で日本
人を引き渡した案件である。これは戦後 2 件
目の自国民引渡し事例であった。対象となっ
た人物（日本人男性）は、米国内で許可なく
テレビゲーム用ソフトを販売した連邦著作権
法違反容疑で訴追され、第 1 回公判で有罪答
弁を行った後日本に逃げ帰ってしまってい
た。販売行為が行われたのは 1982 年頃のこ
とで、その当時我が国著作権法では著作権侵
害行為に対する法定刑は懲役 3 年以下若しく
は 30 万円以下の罰金、またはその併科であ
り、米国連邦著作権法のこの種行為に対する
法定刑は 5 年以下の拘禁刑若しくは 250,000
ドル以下の罰金、又はその併科であった。引
渡し要件である双罰性（3）を充たしていた
ものの、我が国で犯したとすれば、検察官の
終局処理は必ずしも一義的に明快ではない事
案（本件では被害弁償、示談成否は不明）の
ようにも思われた。結論としては、日米犯罪
人引渡条約の引渡要件を充たし、すでに訴追
されて有罪答弁を行っていたことなども考慮
し積極方針で処理した。
　日米犯罪人引渡条約上自国民引渡しは義務
ではなく（4）、被要請国の裁量的判断により
認められることとされている。当時の著作権
法に定められた比較的軽い法定刑の事件で自
国民を引き渡す決定をしたことは米国に対し
て相互主義の観点から一つの貸しになる実績
と評価できるのではないかと個人的に思って
いた。
　テイラー父子の引渡請求で日本の検察が引
渡しを求める根拠とした犯罪行為は、犯人隠
避罪。その法定刑は 3 年以下の懲役又は 30
万円以下の罰金で、上記著作権法違反事件の
行為時の法定刑と同じである。裁量的判断を
行う段階において米国政府が自国民であるテ
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イラー父子の引渡しに応じてくれるであろう
と期待する所以である。

（3） 在米大使館勤務時代（日航機墜落事故捜
査共助と外交官引渡事件）
ア　日航機墜落事故捜査共助要請
　在米大使館勤務は 1987 年から 1990 年のこ
とで、法務省アタッシェの担当業務の一つが
日米間の犯罪人引渡しや捜査共助に関するこ
と。在任中扱ったこの種の案件で最も印象に
残るのが 1985 年 8 月 12 日 520 名もの犠牲者
が出た日航機墜落に関する捜査共助事件。米
国で航空機事故が発生した場合、刑事責任
を追及することは極めて例外的で NTSB と
略称される国家運輸安全委員会（National 
Transportation Safety Board） の調査による
原因究明が優先する。
　群馬県警等の捜査により墜落原因は、墜落
に先立つこと 7 年前の同機の伊丹空港での着
陸時尻餅事故で損壊した後部圧力隔壁を修理
する際、損壊した隔壁下半分を切断して新し
い隔壁材と取り換え、それを残っていた上部
半分と接合する方法が修理マニュアルに従っ
たものではなくいわば手抜きだったためとの
疑いが強まっていた。手抜きのため本来の強
度が修理後の隔壁には備わらず、その後の継
続的運行使用により金属疲労が発生し、その
箇所が事故当日に一気に爆発的に破砕して垂
直尾翼等飛行に不可欠な機体部分を吹き飛ば
して事故につながったと思われた。
　日本の警察が捜査共助として要請した内容
は、過失の有無を見極めるため修理に携わっ
たボーイング社社員 40 数名の米国当局によ
る取調べと取調べ調書の提供であった。群馬
県警担当官、警察庁刑事局国際案件担当官が
ワシントン DC の司法省刑事局国際室におい
て、数多くのスライド写真等を駆使して事故
の状況、事故原因さらにはその発生メカニズ
ムを極めて明快に説明し、捜査共助要請への
協力を訴えた。日本警察のプレゼンテーショ

ンは、司法省国際室の検事をして「こんなに
素晴らしいプレゼンテーションを今まで見た
ことがない」とまで言わしめたものであっ
た。しかしながら、その後の米側の共助要請
への対応は我が方が期待するようには進展し
なかった。その理由は、航空機事故への日米
の対応の違いと合衆国憲法修正第 5 条の自己
負罪拒否特権（5）。ボーイング社関係者は修
正憲法第 5 条により直接の事情聴取拒否を貫
き、最終的にアンケート方式の質問事項書の
送付は受け入れたものの、各質問に対しては
やはり自己負罪拒否特権を行使して具体的に
答えることはないままに終わった。司法省刑
事局国際室から多大な協力は得られたもの
の、合衆国憲法修正第 5 条の壁が厚いことを
改めて認識させられた事案である。

イ　外交官引渡事件
　在米大勤務時代にはもう 1 件強く記憶に残
る事件がある。それは日本に駐在する現職外
交官の日本から米国への引渡案件。対象人物
は、東南アジアから日本経由で米国に違法薬
物を米国に密輸するトラフィッキング（6）
に関与しているとして、米国司法省と国務省
担当官から引渡しの可能性について打診を受
けた。外交官には不逮捕特権があるため、そ
の点をいかに克服するかが最大の難問であっ
た。対象者の動静を入念に探って米国が引渡
条約を締結している国や地域に入った時に拘
束する方法なども議論の過程で上がったこと
もあった。しかし確実性の点で難点があって
採用されず、その後これと言った妙案がない
まま時間が経過した。ところが、1990 年に
入って間もなく対象人物の母国で政権交代が
あり、親米政権が樹立すると状況は一変した。
新政権は、水面下の交渉で対象人物の外交特
権を放棄することに同意するとの方針を打ち
出したことから、その後とんとん拍子にこと
が進んだ。日米対象者母国間の交渉で外交特
権を放棄する日が設定され、その放棄が外交
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ルートで日本政府に伝達されると時をおかず
して仮拘禁することなどが合意された。その
X DAY では、事前合意通りに進展して仮拘
禁（7）が行われ、最終的に米国への引渡し
が実現した。映画や小説で描かれるような交
渉とオペレーションが行われた事例で印象が
強い。

（4） 法務省刑事局国際課長時代（日米 MLAT
交渉開始と中央当局問題）
　米国は 2 国間の引渡条約や捜査共助条約の
締結推進をポリシーとしており、我が国に対
しても刑事共助条約（MLAT）の締結を強
く働きかけてきていた。私は、日米協力関係
強化推進派であったのでその締結に異存な
く、外務省、警察庁と連携して締結交渉を開
始した。しかし国際課長在任中には条約案を
固めることができなかった。その理由は、米
国との交渉に隘路や問題があったわけではな
く日本側にあった。法務省と警察の間で中央
当局をどこにするかについて結着がつかな
かった。米国が締結している MLAT の中央
当局は、米国司法省と相手国の法務省・司法
省とされているのが大半で、米国司法省担
当官も日本については法務省が相応しいと
言っていたこともあり、法務省の担当課長と
して中央当局 = 法務省がいわばドグマとな
り、それ以外の案を受け入れる柔軟性が生じ
なかった。その後、後任者によって今の形の
中央当局モデル（全ての受託案件の中央当局
= 法務省、警察要請案件の中央当局 = 国家

公安委員会、それ以外の検察官等要請案件の
中央当局 = 法務省）が合意に至ったことは、
刑事分野で米国を含む各国との国際協力の推
進、発展をもたらしたと高く評価できる。

4　結びに代えて

　犯罪白書によると最近の日米間の捜査共助
件数は、受託・嘱託共に私が担当していたこ
ろより増加し犯罪のクロスボーダー傾向が窺
える。また、最近の例としてソニー生命元
社員の巨額海外不正送金事件の報道をみる
と、米国当局と我が国捜査当局との協力関係
は質的にも高度化していることが認められ
る。MLAT も米国の他、韓国、中国、香港、
EU、ロシア、ベトナムとの間で締結されて
国際法的枠組みの強化が図られていることは
喜ばしい。
　引渡し件数は、さほど変化はなく、引渡条
約も日米、日韓の 2 条約に限られるが、日韓
の引渡し条約締結のイニシアチブをとった元
引渡条約推進派としては、条約前置主義（8）
を採る国との締結を考えてもよいのではと
思っている。

１　相手国の自国に対する待遇と同等の待遇を相手国に与えようとすること。
２　外国の日本大使館に勤務する法務省出身の法務関係担当外交官のこと。
３　犯罪地国と被疑者の現在地国の双方で刑事処罰可能であること。
４　自国民の引渡し義務がないことは国際法上認められている原則である。
５　 自己が刑事上の責任を問われるおそれある事項について、供述を強要されない権利のことで、黙秘権

はその自己不罪拒否特権の一態様である。
６　違法な取引のこと。例えば「人身取引」のことを trafficking in person という。
７　逃亡犯罪人引渡し手続における身柄拘束のことを指す。
８　 日本のように条約なしで犯罪人を引き渡すことができる立場に対し、まず条約を締結しないと犯罪人

引渡しには一切応じないという立場のこと。
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　 執筆依頼の経緯 
　現行の更生保護制度は、昭和 24（1949）
年に犯罪者予防更生法の施行に始まり、70
周年に当たる 2019 年に「更生保護法」が成
立し、その年の 10 月 6 日には「更生保護制
度施行 70 周年記念全国大会」が東京国際
フォーラムで天皇陛下をお迎えして催されま
した。
　その 3 年後の 2022 年は、広島県保護司連
合会が発行する機関誌「更生保護ひろしま」
が創刊 70 周年でした。UNAFEI 活動を支援
する ACPF にとって、広島は、毎年 2 月頃、
国際高官セミナー参加者が訪れ、原爆資料
館を視察しています。ACPF 広島支部では、
被爆者（ヒバクシャ）が原爆実体験の英語講
演を企画され、皆が深い感銘を受けておりま
す。新型コロナ感染拡大で 4 年間中止となり
ましたが、この会報発行の頃には再開します。
　2022 年 3 月 30 日のことですが、ACPF の
新庄一郎理事（元広島地検検事正）から、「更

生保護ひろしま」
の編集委員長吉川
水貴氏が「アジア
の保護司」のよう
な観点から寄稿を
求めていると聞き
ま し た。 そ こ で
元 UNAFEI 所 長
の私に執筆依頼がなされたのです。大恩ある
広島からの依頼であり、断れば ACPF の沽
券に関わると思い、引き受けた次第です。発
刊が 2022 年 11 月頃、原稿締切りがその前の
夏頃で日程的に余裕があり、UNAFEI 所長
時代の保護教官明石史子氏が、ウィーンの国
連薬物犯罪事務所（UNODC）に出向して勤
務していたため、世界の保護司に関する情報
も得られる見込みがありました。なお、明石
さんは、帰国後、2023 年 7 月から二度目の
UNAFEI 教官として活躍されています。

　 寄稿の抄録 
　原稿締切り前の 2022 年 7 月頃、明石さん
から情報提供がなされたものの、硬い内容で
は読まれないと考え、自らの実体験を踏まえ
て書き起こしました。全体で 1 万字に及ぶた
め、ここでは一部を紹介いたします。構成は、
次のようになっています。
①保護司の認知度
②アジアに保護観察・保護司制度はあるの？
③日本の保護司制度をどうやって伝えるの？
④欧米先進国はどうなっているの？
⑤なぜ世界に「保護司」を広めるの？
⑥国際的「保護司デー」創設に向けて
　このうち①と③の一部を引用して筆を置き
ます。

「更生保護ひろしま」創刊70周年特別号への寄稿　
　　　 アジア刑政財団副理事長兼事務局長　山下輝年

更
生
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護
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長
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保護司の認知度

　「保護司」といっても、一般には、聞いた
ことは“何となくある”が、具体的には何も
知らない…これが正直なところでしょう。私
は、約 32 年間、検事、検事正、UNAFEI 教
官・所長を経験してきましたが、司法修習生
時代に初めて名称のみ知った状態です。検事
になって捜査公判で少しずつ知りますが会っ
てはいません。UNAFEI 教官時代に直接会
い、検事正になって保護関係の行事等で公的・
私的に会って話をするという過程を辿ってい
ます。
　保護司の方々も、最初に保護司になる前に
は「全く知らなかった」という人も多いと想
像します。したがって、よく次の問答となり
ます。

「保護司…言葉だけは聞いたことはあります
が、どんなことをしているのですか？」

「ひと言で表せば、犯罪者の立ち直り支援で
す。民間のボランティアで実費弁償のみで報
酬なしです。月 2 回は会って話を聴きます。
保護司の自宅で会ったりしますね」
　そして、次のように補足します。

「吉村昭著の“仮釈放”（新潮文庫）を読んで
ください。パソコンやスマホ、携帯電話すら
ない時代のものですが、どんなことをしてい
るか、その心持ちと行動と苦労が手に取るよ
うに分かりますから」（後略）

日本の保護司制度をどうやって伝えるの？

　（前略）これはもう実は「直接交流」しか
ありません。もちろん言葉の壁があります。
そこで UNAFEI（アジ研）が実施している「保
護司国際研修」 が役立つのです。これは全国
の保護司から参加者を募って、UNAFEI（ア
ジ研）に一泊二日で参加してもらいます。そ
こで海外研修生が出席している講義を通訳人
の通訳経由で聴講します。その上で、半日、
参加した保護司に保護司としての経験談を日

本語で話してもらいます。（中略）
　そこで驚かれるのは、報酬なきボランティ
アであること、犯罪者を自宅に招き入れるこ
ともあることです。彼らの反応は

「それでは新たな犯罪の被害者になってしま
うのではないか？　我が国でそんなことは危
険すぎる。せめて報酬は必要でしょう」
　というものです。この反応に対して、ベテ
ラン保護観察官と保護司の答が印象に残って
います。

「いいですか。対象者の大半は不遇の生活を
過ごしています。大人の汚い損得勘定を見て
きています。彼らと接する警察、検察、裁判所、
刑務所の関係者は、自分の言い分をろくに聞
いてくれないしどうせ仕事でやっている、と
思っています。そこへ報酬のないボランティ
アの保護司が現れて自分に向き合ってくれる
のです。今までそんな大人を見たことがない。
面会を重ねるうちに、この人のために、この
人の期待に応えよう、立ち直ろうと思うので
す。報酬を得てやっていたらどうなるでしょ
う？　全員が立ち直ろうと思わなくても、一
人でもそう思って立ち直ってくれれば成功で
す。そのような考えでやっています」
　当事者からの答に“返す言葉がない”とい
うのは、まさにこのことだと実感しました。

（中略）
　さて、この保護司国際研修は、1980 年代
から続いているのですが、その経験者を会員
とする「保護司アジ研協力会」という任意団
体が 2003 年 1 月 9 日に設立されました。先
に触れたフィリピンの保護司活性化のプロ
ジェクトでは、会員の保護司の協力があって
こその成功例かと思います。
　なお、彼らは、広島原爆ドーム・資料館を
見学し体験談を聞き、その悲惨さを目の当た
りにします。50 年は草木も生えないと言わ
れた広島の地で、町の復興のみならず、保護
司がいわば「人の復興」（社会復帰）として
貢献をしていることを学んでいるのです。
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フィリピンACPFオンラインセミナー開催

犯罪防止週間に行われたセミナーの開会式で挨拶する国家警察
委員会委員のレオナルド氏（東京で受けた中継画面）

退職警官が交番勤務 移動交番

る支援制度及び移動交番（車の交番！）を紹
介しました。
　シンガポールは科学技術・デジタル技術を
駆使した先進的な取組を紹介し、フィリピン
からは近く実施に移していく種々の計画が示
されました。
　各国の交番制度及びその運用は興味深いも
のでしたが、参加者からは「プランはいいが、
予算はあるか」等の質問がなされ、また、海
外経験のある日本人参加者から、組織がうま
く機能するためには、制度、運用（資金含む）、
人材育成のどれもが必要で、それが課題であ
るとの貴重な意見をいただきました。
　皆様、ご協力ありがとうございました。
 （アジア刑政財団事業部長・吉田弘之）

名。地域住民を守り安全安心を提供する身近
な機関の取組を紹介しました。日本の講師は、
ACPF 理事永井達也氏。氏は元警察大学校
校長であり、日本の警察及び交番制度その運
用につき、その設立（明治 5 年）、交番と派
出所の違い、最近の動向として元警察官によ

永井達也 ACPF 理事

　ACPF は、2023
年 9 月 5 日、犯罪防
止に関する国際セ
ミ ナ ー（ オ ン ラ イ
ン）を、フィリピン
の ACPF 協 力 機 関

（CPPAP、フィリピ
ン犯罪防止実務者連
盟）及びフィリピン
国家警察委員会と共
催で開催しました。
この共催セミナー開
催は今回で 4 度目で
す。フィリピンでは、
国家警察委員会主催
の国家犯罪防止週間
行事（毎年 9 月 1 日
から 7 日まで、日本
で言えば、社会を明
るくする運動月間の
ようなもの）を開催
し て お り、 今 回 が
29 年目。ACPF は、
2021 年からこの行
事に合わせて開催し
ています。
　今回のテーマは、
地域警察です。講師
は、 日 本、 シ ン ガ
ポール及びフィリピ
ンの警察専門家の 3
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　アジア刑政財団栃木支部（青木　勲支部長）
では、令和 5 年 9 月 16、17 日の両日、国連
アジア極東犯罪防止研修所の第 182 回国際研
修参加者のうち 4 名（矯正関係者）を招待し、
地方事情の視察、支部会員との交流を図った。
　来県したのは、ソロモン諸島出身のバーナ
バス・オーオー氏、ジブチ出身のカイレ・オ
マール・エレイエ氏、パプアニューギニア出
身のジョージナ・ネルソン氏、スリランカ出
身のピティパナ・アチチゲ・ティッサ・クマ
ラ氏の 4 名の研修生と引率者としてアジア刑
政財団の吉田弘之事業部長らであった。
　1 日目は、JR 宇都宮駅到着後、栃木県庁
15 階展望レストランにおいて、和食の昼食
を堪能した後、公共施設の見学に向かった。
　午後 1 時より、栃木県警察本部を訪問。県
警広報管理官の案内で、110 番の受理やパト
カーへの指令を行う通信指令センターと、県
内の交通信号機を制御する交通管制センター
を見学した。先端技術を駆使したシステムの
構築に、研修生の中からは、「このシステム
は何年前からあるのか。私どもの
国にはこれほどすばらしいシステ
ムはない」と驚きを隠せない様子
であった。また、白バイの展示場
を見学し、実際に白バイにまたが
る姿をお互いに写真撮影し合った。
　この間、取材中のとちぎテレビ
に、ソロモン諸島出身のバーナバ
ス・オーオー氏は、自国の水準と
比べて日本の高水準のシステムに
感嘆の声を上げるとともに、自国
に帰った後は、この研修視察で培っ
た知識や経験を活かし、頑張って
行きたいと抱負を述べた。

 その後は、宇都宮中央警察署県庁前交番及
び大谷町駐在所を訪問し、日本独自の交番及
び駐在所の制度や仕事内容の説明を受けた。
　この後、研修生一行は、宿泊先のホテルに
おいて、栃木支部の会員等 18 名が参加した
支部長主催の交歓会に出席した。
 交歓会は、江田副支部長による歓迎の挨拶
に続き、宇都宮地方検察庁竹中検事正による
乾杯のご発声により和やかにスタートし、途
中４名の研修生が覚えたての日本語でたどた
どしい自己紹介スピーチをしたことから、大
いに場を盛り上げた。
　２日目は、栃木県が世界に誇る観光地、日
光周遊である。未だ、紅葉には少し早かった
が、いろは坂をくねくねと登って奥日光の中
禅寺湖、華厳の滝の景観を満喫。再びいろは
坂を下って日本最古のクラシックホテルであ
る金谷ホテルのレストランにて昼食を堪能
し、来た時よりも膨らんだキャリーバッグを
引きながら新幹線で帰途に就いた。
 （栃木支部・大木敏行）

栃木県警察本部玄関にて

第 182 回　国際研修参加者を迎えて

栃木支部
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　令和５年 11 月 17 日（金）、横浜支部の歓
迎行事・横浜港クルーズが実に 4 年ぶりに開
催された。今回は、全 25 か国 30 名（うちウ
クライナから５名）の海外研修生を含む総勢
51 名のゲストをお迎えした。この日、午前
中は雨で悪天候が心配されたが、午後から回
復して午後７時 30 分の出航時には絶好のク
ルーズ日和となった。
　横浜支部の寺澤辰麿会長（横浜銀行名誉顧
問・元在コロンビア日本国大使）は、コロン
ビア国の法律や経済に関する著作もある国際
通である。寺澤会長の歓迎挨拶の後、森永太
郎アジ研所長から、研修生は 11 月２日から
29 日までの間、「国際協力を活用した効果的
な汚職事件捜査」をテーマとして、昭島の研
修センターで、日々熱心に研修に励んでいる

旨の紹介があり、横浜支部への感謝の言葉が
あった。続いて、佐々木知子様（ACPF 理事、
元参議院議員）が和服姿で乾杯の音頭を取り、
パーティーがスタートした。
　横浜港クルーズは、「マリンルージュ号」
の一室を貸し切り、研修生にビュッフェ・ス
タイルで「飲み放題」「食べ放題」のディナー
を提供しつつ、横浜港の素晴らしい夜景を楽
しんでもらう企画である。食事を終えた参加
者は、横浜ベイブリッジの真下を通過中のマ
リンルージュ号のデッキに出て、美しい夜景
を背景に写真をとるなど存分に楽しんだ。
　 最 も 盛 り 上 が っ た の は、 外 国 人 研 修
生 全 員 に よ る 日 本 語 で の 自 己 紹 介 だ。

「Watashi　no namae wa ● ● desu. ● ● 
wo shiteimasu. ● ● kara kimashita. Dozo 

４年ぶりに横浜港クルーズ開催！

第 25回汚職防止研修の参加者を迎え夜の横浜港で記念撮影
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yoroshiku onegaishimasu」と自己紹介をす
るが、途中で言葉に詰まると、他の研修生か
ら激励の声掛けがなされ、苦労して最後まで
たどりつくと会場から大きな拍手が寄せら
れ、歓声と熱気に包まれた。教官によると、
研修生は非常にまじめで、この日のために日
本語での挨拶の練習を積んでいたそうであ
る。私と同じテーブルに座ったレバノンの研
修生も、食事中に何度もメモを取り出し、自
己紹介に備えていた。
　この日、外国人研修生の注目を一身に集め
たのは、日英両言語で見事に司会をこなした

“振袖姿”の岡庭澄佳さんである。横浜支部
から参加者に、記念品として折り紙と達磨を
贈呈した後、研修生代表のインドのヴィーエ

ム氏と日本人研修生の市村氏から横浜支部へ
の謝辞があり、大森康史様（横浜刑務所国際
対策室長）の「一本締め」でお開きとなった。
　この日の来賓は、敷田英子様（ACPF 創
設者で元理事長の故敷田稔氏の奥様）、藤田
彰様（ファイン・メタル・テクノロジー）、
鈴木祐三様（ACPF 総務部長）、竹内陽子様

（ACPF 主事）、田中大介様（横浜刑務所教
育部長）、本澤哲様（横浜刑務所国際対策室
主任矯正処遇官）の方々である。敷田英子様
はご主人の写真をテーブルに置かれていた。
故敷田稔氏もかつて横浜港クルーズに参加さ
れており、この行事が今も続いていることの
ご報告ができたようである。
 （ACPF 横浜支部主幹　川島清嘉）

「よろしくお願いします」。研修参加者と交歓

手前左・寺澤会長と右佐々木ACPF理事
奥左森永アジ研所長（当時）

敷田稔元ACPF理事長の遺影を持参した
敷田英子夫人（左）と入江アジ研次長
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　本部支部「期成会」（鈴木仁会長）は 5 月
27 日、アジ研の第 181 回国際研修参加者 28
人（海外 25、国内 3）を両国国技館の大相撲
夏場所 14 日目にお招きした。大相撲観戦は
2007 年の第 136 回国際研修から始めた。コ
ロナ禍の影響で 2020 年から３年中止、今回
４年ぶりの復活開催で、通算 14 回目である。
　期成会は、会報の英語版を発行。６月７
日昭島市の国連アジア極東犯罪防止研修所

４年ぶりの大相撲観戦

（UNAFEI）で開かれた閉講式後の懇親会で、
相撲観戦後の交歓会で司会を担当した鈴木会
長の長男了さんとその長女こころさん（慶應
義塾大学法学部３年）、監事の狐崎麻男さん
から「帰国のお土産に」と研修参加者代表モー
リシャスのジーワンさんに手渡された。
　第一ホテル両国での交歓会では、まず鈴木
会長があいさつ。その通訳は孫のこころさん
が務めた。司会は長男了（さとる）さんだ。

カンパ～イ！
モーリシャスのジーワンさんに英語版を渡す鈴木ここ
ろさん。その左は同会の鈴木了さん、右は孤崎麻男監
事、ACPF吉田弘之部長

全
員
で
記
念
撮
影
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満員御礼の垂れ幕

平均年齢 70.9 歳の宇都宮保護司合唱団

期
成
会
の
提
灯
を
持
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て

三
本
締
め
を
す
る
期
成
会
役
員

た
ち

　UNAFEI の宮川円教官、ACPF 山下輝年
副理事長のあいさつに続いて今福章二評議員

（全国更生保護法人連盟理事長）が乾杯の音
頭。25 階の会場からは高さ 634 ｍの東京ス
カイツリーが間近だ。
　注目を浴びたのは宇都宮保護司合唱団（星
野富男団長）。男性コーラス 15 人。平均年齢
70.9 歳だ。沼尾守夫さんの指揮で、「すき焼
きソング」を英語で披露した。団員の下妻久

男さん（76 歳、栃木県保護司会連合会会長）
は「社会を明るくする運動の一環として歌を
通して保護司を知ってもらおうと、保護司を
前面に出して活動をしています」と話してい
る。
　タイ王国警察の警視シラさんが謝辞を述
べ、期成会役員が壇上で三本締め、最後に全
員で記念撮影をして、お開きとなった。
 （期成会名誉顧問、評議員・堤　　哲）
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ンサイダー取引や相場操縦による不公正取引
の実態などについてご講演頂いた。
　湯﨑県知事からは「G7 広島サミットの開
催と今後の広島県の発展に向けて」と題し、
主要各国の首脳のほか、まさに戦時下にある
ウクライナ共和国の大統領を迎えた「Ｇ７広
島サミット」（5 月 19 ～ 21 日）の苦労話や
裏話、平和資料館を訪れたバイデン米大統領
ら各国首脳のサインを披露、世界に向け平和
の重要性を発信したことをご講演頂いた。
　引き続き開催された交流会では、宮本伸一
副支部長代理、和田雅樹広島高検検事長のご
挨拶のあと、湯﨑県知事が乾杯の発声をした。
両講師を囲んで有意義な交流の時間を持っ

　広島支部は、令和５年 12 月４日、
リーガロイヤルホテル広島で、長谷
川充弘（前証券取引等監視委員会委
員長・弁護士）と湯﨑英彦（広島県
知事・当支部顧問）両氏を迎え、講
演会・交流会を開催した。会場に法
人・個人の会員ら、Zoom 画面で全
国の会員が参加した。
　松藤研介支部長のご挨拶の後、長
谷川氏から「証券取引等監視委員会
の活動の諸相」と題し、同委員会の
委員長を２期６年務めた経験からイ

前証券取引等監視委員会委員長と広島県知事の
ハイブリッド講演会を開催

湯﨑県知事の講演

両講演者とともに交流会

長谷川充弘氏松藤支部長 湯﨑県知事

た。仮井康裕幹事代理から結びの挨拶があり、
盛会の中、閉宴となった。
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我が国の企業・大学・研究機関などが人材・
技術・情報の不正流出、サイバーテロによる
被害を受けた実情などについてご講演頂い
た。
　兼原氏からは「ウクライナ戦争と台湾有事
への教訓」と題し、ロシア・ウクライナ情勢、
尖閣諸島・台湾・朝鮮半島問題など激動する
内外の諸情勢とこれらを踏まえ、日本の目指
すべき方向、取り組むべき課題、安全保障な
どについてご講演頂いた。
　交流会は、沖田康孝副支部長代理の乾杯の

兼原信克氏部谷支部長（当時）

３月には３年ぶりに元国家安全保障局
次長らを招いた講演会・交流会も開催

　令和５年３月８日には、同じリーガロイヤ
ルホテル広島で、兼原信克（元内閣官房副長
官補兼国家安全保障局次長・同志社大学特別
客員教授）と今井正（公安調査庁中国公安調
査局調査第二部）両氏を迎え、コロナ明け３
年ぶりの講演会・交流会を開催した。
　部谷俊雄支部長のご挨拶の後、今井氏から
は「経済安全保障の確保に向けて」と題し、

発声のあと、両講師を囲んで懇親を
深められ、３年ぶりの開催で参加し
た会員・会友からは「皆さんと共に
有意義な交流の時間を持つことがで
きました」と喜んで頂け、松本憲二
幹事代理の結びの挨拶で閉会した。
　広島支部事務局は、今後とも会員・
会友の皆様に有益な講演会・交流会
となるよう引き続き尽力して参りま
すので、関係各位のご理解・ご支援
をお願い致します。
　　（広島支部事務局長　林谷浩二）
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　令和５年９月 16 日（土）、17 日（日）の
両日に、国連アジア極東犯罪防止研修所での
国際研修参加研修生のうち、ラオス最高人民
検察院のソウニカ・サナパイさん、モンゴル
判決執行庁のマンダラ・アルタントゴスさん、
ネパール検事総長秘書のスディープ・シャキ
ヤさん、引率の角田亮元アジ研教官の４名を
迎え、支部招待旅行を行いました。
　最初に、大阪の出汁を使ったうどんを味
わって頂こうと、本町にあるうどん屋さんで
自己紹介を兼ねた昼食会を開きました。畳敷
きのお部屋と大きな器で提供されたうどんに
大変興味を持たれたようで、たくさんの写真
を撮っておられました。
　その後、更生保護法人・和衷会を見学しま
した。刑務所から出ても行き場のない人達を
受け入れ、社会復帰を支援する施設である和
衷会について説明を受けた後、清潔に保たれ
た施設内の個人部屋や食堂等を見学し、日本

大阪支部
令和５年度　支部招待旅行
アジ研・第 182 回国際研修・研修生を迎えて

の更生施設の在り方に強い関心を持たれたよ
うでした。
　施設長・理事長との質疑応答の時間には、
施設のご厚意により用意して頂いた大阪名物
のたこ焼きを食べながら、施設の運営につい
て熱心に質問を繰り返していました。施設の
方々は、大変親切に対応してくれ、沢山の質
問にも丁寧に答えて頂きました。

和衷会での説明の様子

支部幹部との交流懇談会
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　夕方からは大阪支部の幹部らと夕食を兼ね
た交流懇談会を開催し、日本や母国の情勢に
ついての会話を交わしながら、日本酒に挑戦
する等、和やかな雰囲気の中で楽しい時間を
過ごし、最後に、研修生代表から、大阪での
歓待に対しての謝意が述べられました。
　翌日は、大阪観光を行いました。暑い中で
したが、大阪城、空中庭園、道頓堀、新世界、
四天王寺を訪問しました。
　大阪城では天守閣に登り、空中庭園では大
阪の街を空から一望し、大勢の観光客で賑わ

う道頓堀ではかに道楽やグリコの看板の写真
を撮り、新世界では通天閣を見て、射的・弓
道体験をしたりと、大阪の街を存分に楽しん
だ様子でした。
　最後に、歴史ある四天王寺を拝観したあと、
新幹線で東京へ帰られました。
　２日間にわたる全ての行事を無事に終え、
研修生の皆さんと楽しい時間を過ごせたこと
は、大阪支部にとっても大変貴重な体験とな
りました。
 （大阪支部・長谷川晃子）

弓道体験をする研修生

大阪城にて 梅田スカイビル空中庭園
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　アジア刑政財団札幌支部は、会員 30 人余
りの小さな支部です。大きな支部のように大
規模な行事はとても身に余りますが、年１回
札幌高検検事長か札幌地検検事正に、支部会
員と参加を希望する刑事司法関係者に向けて
の講演をお願いし、その後懇親会を開催する
こと、やはり年１回国連アジア極東犯罪防止
研修所（アジ研）から海外研修員を数名お招
きしておもてなしと意見交換の場を設けるこ
とを地道に続けてきました。
　ところが、2020 年２月 14 日当時の林秀行
札幌地検検事正（現さいたま地検検事正）に
講演していただき、懇親会を実施したのを最
後に、コロナ蔓延のため、多人数の会を実施

することは不可能となりました。この時の林
検事正の講演の内容は、「刑事罰と世論」と
いう、刑事司法関係者に刑事罰の意味を深く
考えさせる内容のものであり、またこの会は
前札幌支部長で長年支部を支えられた弁護士
の吉岡征雄先生（元広島地検検事正）が急逝
されたわずか１か月後のことで、自ずと吉岡
先生を偲ぶ意味合いを持ったことから感慨深
い会となりました。
　その後、ようやく開催に漕ぎつけたのは、
2022 年６月 24 日のことでした。前々から当
時の田辺泰弘検事長に講演を依頼していたも
のの、コロナがなかなか治まらず、実現した
のは、田辺検事長が福岡高検検事長に異動す

講演会と国際研修員との意見交換会
年２回の活動を着実に

札幌高検神村昌通検事長講演会後の懇親会で。左端が神村検事長、米谷貢太会員、西川支部長、
札幌地検鈴木眞理子検事正（2023 年 6月 13日）
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る当日のことでした。田辺検事長は、講演が
終わるまで、赴任は待ってほしいという誠に
無理なお願いに快く応じてくださり、得意分
野と聞いている「科学捜査の現状と課題」に
ついて興味深いお話をしてくださいました。
当日懇親会の開催は見送らざるを得なかった
ものの、是非検事長と記念撮影をしたいとの
多くの会員の要望にも、にこやかに応じてい
ただきました。
　そして本年に入り、コロナの感染症として
の位置づけも変わり、当支部の活動もようや
く従前に復することができました。
　６月 13 日神村昌通札幌高検検事長に「日
本検察の歴史を見つめる—広範な捜査権限と
起訴裁量、そして 99.9％という世界に類例を
見ない日本の検察はどのようにして生まれた
か」と題して講演をいただきました。
　神村検事長は、現在世界でも類似のものが
ないと言われている我が国の検察制度につい
て、歴史を遡りながら詳細に解説してくださ
いました。神村検事長の検察に対する熱意が
溢れた素晴らしい講演でした。講演後、３年
ぶりに懇親会も開催することができました。
　最後に、本年９月 16 日、いずれもアジ研

海外研修員である、カンボジア司法省量刑総
局副局長サー・チャンラットさん、北マケド
ニア組織犯罪・汚職犯罪検察庁検事イヴァナ・
トライチェヴァさんのお二人をお迎えして意
見交換と懇親の席を設けました。
お二人には、多くの会員からそれぞれの国の
実情などについて質問がなされ、また会員有
志による琴の演奏会も開かれるなど、素朴で
すが手作りのおもてなしができたかなと思っ
ております。
　アジア刑政財団札幌支部としては、今後も
身の丈にあった、地道な活動を続けて行こう
と思っております。 （支部長・西川克行）

海外研修員との意見交換会。右端カンボジア量
刑総局副局長のチャンラットさん、その左が北
マケドニアの検事イヴァナさん。左端は山下輝年
ACPF 副理事長、その右は西川支部長（2023 年
９月 16日）

ケニアのオケチ氏と旧友交歓

　埼玉支部は令和 5 年１月 28 日（土）に、
以前ケニア研修でお世話になった、クレメン
ト・オケチ氏（ケニア内務省保護局次長＝当
時）をお迎えし浦和ワシントンホテルで昼食
会・意見交換会を開催した。
　その席で城祐一郎会長による居合の演舞披
露はオケチ氏にとても感動を与えたようであ
り、旧友交歓の話に花が咲いた。

オケチ氏と記念撮影 次ページに続く
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　６月 14 日（水）には浦和ワシントンホテ
ルで埼玉支部総会・懇親会を開催した。
　総会終了後、城会長による講演「再犯防止
のための効果的施策の提案─前科を隠さない
更生を目指して─」が行われた。城会長の熱
のこもった講演に参加者一同引き込まれてい
た。総会・懇親会には財団本部事務局鈴木総
務部長、竹内主事も参加され情報交換・交流
と楽しいひと時を過ごした。
　８月 25 日（金）には、さいたま商工会議

　その後、更生保護法人清心寮の施設見学で
は、オケチ氏は西村施設長に熱心に質問して
いた。多くのプレゼントを渡し都内のホテル
に戻るオケチ氏に再会を約束して見送った。

オケチ氏（右）と市川副会長

所大ホールにおいて、夏季公開講座を埼玉県
保護司カウンセリング研究会と共催で開催し
た。講師は埼玉医科大学かわごえクリニック
こどもとこころの診療科　スクールカウンセ
ラー澤村明子氏、講演タイトルは「カウンセ
リングで出会う子供たち」で、熱気ある講演
となった。
　９月 16 日（土）、17 日（日）は支部招
待行事でアジ研第 182 回国際研修生４名と
VE1 名を迎えた。
　初日は、さいたま浦和地区更生保護サポー
トセンター、更生保護法人清心寮を見学し、有
朋会館での懇親会では城会長の居合の演舞を
披露、その後２次会へと大いに盛り上がった。
翌日は、鉄道博物館・大宮盆栽美術館を巡り
日本文化を堪能してもらい、ショッピングを
楽しんでもらい見
送りした。埼玉小
旅行を満喫した様
子だった。その後、
お礼のメッセージ
を頂きとても有意
義な支部招待行事
であったと思って
いる。（埼玉支部・
志村巌） 鉄道博物館を訪れる

第 182回国際研修の参加者を迎えて
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ハイブリッド刑事政策
公開講演会に375人

絹谷画伯の文化勲章受章を祝う会

　アジ研（UNAFEI）と ACPF（アジア刑
政財団）・日本刑事政策研究会の３団体共催
の第 41 回刑事政策公開講演会が 2023 年 1 月
27 日、法務省の大会議室で行われた。
　同時通訳の会場に 98 人、オンラインで
277 人の計 375 人とかつてない参加者となっ
た。
　国際刑事裁判所第二副所長判事アントワー
ヌ・ケシア - ムベ・ミンドゥア氏は「国際法
に基づき最も深刻な犯罪の解明と責任追及に
ついて国際刑事裁判所の果たす役割―特に児
童に対する犯罪に目を向けて―」
https://www.unafei.or.jp/activities/pdf/

　「絹谷幸二画伯文化勲章受
章をお祝いする会」が３月
16 日、丸の内の東京会館で
開かれた。政財界をはじめ芸
術家・文化人らが多数詰めか
け、ACPF からは樋渡利秋会
長＝写真左、本部支部期成会
から鈴木仁会長、田久保健美
副会長＝写真右が出席した。樋渡利秋会長もお祝いに

オケチ氏 ミンドゥア氏

鈴木仁理事（左）と田久保健美期成会副会長

Publ ic_Lecture/Publ ic_Lecture2023_
H.EJudgeMindua.pdf
　ケニア内務省保護局次長クレメント・オケ
チ氏は「ケニアにおける少年司法制度の発展
及び暴力犯罪に関わる児童の処遇」
https://www.unafei.or.jp/activities/pdf/
Publ ic_Lecture/Publ ic_Lecture2023_
Mr.Okech_Slides.pdf
について講演した。

　絹谷画伯は、ACPF の理事で、本部支部
期成会の名誉顧問も務めている。
　写真をもう一枚。大手町のサンケイプラザ
で 11 月 28 日に行われた第１回絹谷幸二芸術
賞授賞式後のパーティーで。安倍昭恵さんが、
先生の長男で彫刻家の幸太さんと記念撮影に
収まった。昭恵さんは絹谷ファンである。
　大賞近藤亜樹、奨励賞大小島真木さんと同
じ 36 歳の女性が受賞したが、絹谷画伯は「私
は 31 歳で安井賞を受賞した。２人も受賞を
契機に大いに羽ばたいてください」と話した。
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　新型コロナウイルスの感染状況が落ち着
き、令和４年度第３回理事会（令和５年３月）
及び令和５年度定時評議員会・第２回理事会

（令和５年６月）については従来どおり対面
方式で開催されました。なお、定時評議員会
において新役員６名（評議員１名、理事４名、
監事１名）が就任し、森恭彦評議員・吉田尚
正理事が退任となりました。

●令和４年度第３回理事会を開催（令和５年
３月 15日）
第３回理事会審議事項
　決議事項　 令和５年度事業計画及び収支予

算について

●令和５年度第１回理事会（決議の省略の方
法による）を開催（令和５年６月２日）
第１回理事会審議事項
　決議事項１　 令和４年度事業報告及び決算

について
　決議事項２　 令和５年度定時（第１回）評

議員会の開催に ついて
　決議事項３　 広島支部長の交代に伴う任命

承認
　　　　　　　

●令和５年度定時（第１回）評議員会を開催
（令和５年６月 21日）
第１回評議員会審議事項
　決議事項１　 評議員・理事・監事の選任に

ついて
　　　　　　　○評議員新任：三谷秀史氏
　　　　　　　○理事重任：桂誠・中原広・
　　　　　　　吉田直樹各氏
　　　　　　　○理事新任：川路洋子・田内
　　　　　　　正宏・髙橋譲・永井達也各氏
　　　　　　　○監事新任：浅枝芳隆氏
　決議事項２　 令和４年度事業報告及び決算

について
　
●令和５年度第２回理事会を開催（令和５年
６月 21日）
第２回理事会審議事項
　決議事項　　顧問の委嘱について
　　　　　　　 会長顧問に日野正晴氏（重任）

昭島矯正展に参加
　令和５年９月 24 日（日）昭島市もくせい
の杜所在の矯正研修所において、４年ぶりと
なる昭島矯正展が開催されました。ACPF も
アジ研等と共に同研修所体育館に活動を紹介
するブースを開設し、PR 活動を行いました。

新役員６名が就任
森評議員・吉田（尚）理事退任

三谷秀史評議員 永井達也理事 浅枝芳隆監事川路洋子理事 髙橋譲理事田内正宏理事
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＜会長＞	
樋渡　利秋　　弁護士・元検事総長
　
＜理事長＞	
北田　幹直　　	弁護士・元大阪高検検事長・

元アジ研（国連アジア極東犯
罪防止研修所）所長

＜副理事長兼事務局長＞	
山下　輝年　　	公証人・元最高検検事・元ア

ジ研所長

＜理事＞	
太田　達也　　慶應義塾大学法学部教授
桂　　　誠　　	一般財団法人フィリピン協会

理事長・元駐フィリピン特命
全権大使

川路　洋子　　	光陽ホールディングス株式会
社代表取締役

絹谷　幸二　　	日本芸術院会員・東京芸術大
学名誉教授

佐々木知子　　	弁護士・元参議院議員・元東
京地検検事・元アジ研教官

新庄　一郎　　弁護士・元神戸地検検事正
鈴木　　仁　　	PCA 教育振興会会長・宇都

宮サッシュ工業（株）代表取
締役社長・本部支部期成会会
長

田内　正宏　　	弁護士・元東京高検検事長・
元駐ノルウェー特命全権大
使・元アジ研所長

髙橋　　譲　　	社会保険審査会委員長・元ア
ジ研教官・元東京高裁判事

永井　達也　　（株）安藤・間管理本部顧問
　　　　　　　元警察大学校長
中原　　広　　	信金中央金庫副理事長・元国

税庁長官
安田　博延　　弁護士・元最高検検事
横山　佳夫　　	元人権擁護委員・保護司・横

浜支部顧問
吉田　直樹　　	（株）パン・パシフィック・

インターナショナルホール
ディングス代表取締役社長
CEO

＜監事＞	
浅枝　芳隆　　	公認会計士・浅枝芳隆公認会

計士事務所
北村　浩志　　	税理士・新橋税理士合同事務

所所長・元麹町税務署

＜評議員＞	
今福　章二　　	全国更生保護法人連盟理事

長・日本ＢＢＳ連盟会長・元
法務省保護局長

大野恒太郎　　弁護士・元検事総長
上村　成生　　税理士・元高松国税局長
田中　康郎　　	弁護士・元札幌高裁長官・元

アジ研教官
千葉　景子　　弁護士・元法務大臣
堤　　　哲　　元毎日新聞社紙面審査委員長
三谷　秀史　　元内閣情報官・元内閣府参与

＜会長顧問＞
日野　正晴　　	弁護士・元金融庁長官・元名

古屋高検検事長
堀内　国宏　　	弁護士・元最高検検事・元ア

ジ研所長
松尾　邦弘　　弁護士・元検事総長

＜顧問＞	
島岡　聖也　　元（株）東芝取締役
森永　太郎　　	弁護士・前アジ研所長

＜学術顧問＞	
功刀　達朗　　	国際基督教大学社会科学研究

所顧問・日本国連協会理事・
元国連事務総長特別代表・国
連人口基金事務次長

諸澤　英道　　	元常磐大学理事長・元同大学
大学院教授

安冨　　潔　　慶應義塾大学名誉教授

＜審議役＞	
有田　知德　　弁護士・元福岡高検検事長
高井　新二　　弁護士・元仙台地検検事正
戸田　信久　　弁護士・元京都地検検事正
長井　博美　　弁護士・元広島地検検事正
三浦　正晴　　弁護士・元福岡高検検事長

公益財団法人アジア刑政財団役員名簿
（令和６年２月１日現在）
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海外協力団体所在国など一覧

インドネシア　　　　92/　1
パキスタン　　　　　92/　2	 埼玉支部
ネパール　　　　　　92/　6
マレーシア　　　　　93/　1
フィリピン　　　　　94/　3	 名古屋支部
スリランカ　　　　　94/　8
バングラデシュ　　　94/　8	 日本橋会
フィジー　　　　　　94/　9	 大阪支部
韓国　　　　　　　　94/12

タイ　　　　　　　　95/11	 大阪支部
ソロモン　　　　　　97/　3	 大阪支部
インド　　　　　　　97/10　　　	
トンガ　　　　　　　98/　7	 	大阪支部
ケニア　　　　　　　99/10　　　	
ウガンダ　　　　　　99/10
モンゴル　　　　　　00/　2　	 期成会　
中国　　　　　　　　00/10　　　

設立年月　　　提携支部 設立年月　　　　提携支部

支 部 一 覧
（令和６年２月１日現在）

＜北海道＞
札幌支部	（会長・西川克行・弁護士・元検事
総長）
〒 060-0051 北海道札幌市中央区南一条西 12
丁目新永ビル２階レイズアップ法律事務所内
☎ 011-281-5530　	FAX011-281-5534
担当：田中燈一（平成４年２月 22 日設立）

＜東北地方＞
福島支部（福島支部事務取扱：亀龍会）　　
☎ 03-3266-8021　	FAX03-3266-8022
（平成６年５月 31 日設立）

＜関東地方＞
埼玉支部（会長・城祐一郎・昭和大学医学部
教授）
〒 338-0824 埼玉県さいたま市桜区上大久保
1006-1（有）ライフデザイン内
☎ 048-840-4477		FAX048-840-4478
担当：志村厳（平成４年２月 15 日設立）

横浜支部（会長・寺澤辰麿・（株）横浜銀行特
別顧問）
〒 231-0006 神奈川県横浜市中区南仲通３丁
目 35 横浜エクセレントⅢ９階　川島法律事
務所内
☎ 045-662-2041　	FAX045-662-5408
担当：川島清嘉（平成４年３月５日設立）

本部支部亀龍会　（会長・磯崎信・（株）ユニ
カ最高顧問）
〒 162-0805 東京都新宿区矢来町 94-6　亀岡
会館内
☎ 03-3266-8021　	FAX03-3266-8022
担当：石橋利香　（平成７年４月 25 日設立）

栃木支部（会長・青木勲・北関東綜合警備保
障（株）代表取締役会長）
〒 320-0833 栃木県宇都宮市不動前 1-3-14　北

関東綜合警備保障（株）内
☎ 028-639-0300　	FAX028-639-0397
担当：生井昭男　（平成７年６月８日設立）

本部支部日本橋会
〒 103-0004 東京都中央区東日本橋 1-5-6　光
陽ホ－ルディングス（株）内　
☎ 03-5820-7600　	FAX03-5820-7755
担当：川瀬達也　（平成９年４月 15 日設立）

本部支部期成会		（会長・鈴木仁・宇都宮サッ
シュ工業（株）代表取締役社長）　　
〒 274-0825 千葉県船橋市前原西 2-5-2	 	狐崎
麻男税理士事務所　
☎ 047-475-2511　	FAX047-475-2512
担当：狐崎麻男　（平成 14 年９月 27 日設立）

＜中部地方＞
名古屋支部（会長・川口文夫・中部電力（株）顧
問）
〒 460-0002 愛知県名古屋市中区丸の内 3-5-10
名古屋丸の内ビル４階
☎ 052-971-2113　	FAX052-971-2130
担当：山口隼千　（平成４年１月 29 日設立）

＜近畿地方＞
大阪支部（会長・瀧賢太郎・弁護士）
〒 541-0044 大阪府大阪市中央区伏見町 2-6-4
吉田一閑ビル４階　瀧賢太郎法律事務所内
☎・FAX06-7223-8093
担当：長谷川晃子（平成７年７月 25 日設立）

＜中国地方＞
広島支部（支部長・松藤研介・広島ガス（株）
代表取締役社長）
〒 730-0012 広島市中区上八丁堀 8-20-201　冨
村・林谷法律事務所内
☎ 082-221-4488　	FAX082-221-3900　
担当：林谷浩二　（平成 23 年２月５日設立）
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　４年ぶりに横浜港クルーズ開催！／４年ぶ
りの大相撲観戦
　コロナ禍で中止されていたアジ研国際研修
参加者との交歓会が、やっと再開された。そ
の喜びが支部だよりに溢れている。
　アジ研だよりには、2020 年４月開催予定
の「京都コングレス」が延期、国際研修の中
止など、深刻だった事態の報告がある。
　インターネットを利用したオンライン研修
も初体験だった。時差によって参加者を２グ

ループに分け、同じ研修を２回行った。
　昨年 5月から対面研修の復活。３年ぶりに
研修参加者がアジ研に到着、「決して忘れら
れない感慨深い瞬間」と記されている。
　コロナ後、講演会はオンラインでも参加で
きるハイブリッドが当たり前となった。
　昨年の第 41 回刑事政策公開講演会は、会
場に 98 人、オンラインで 277 人の計 375 人。
かつてない参加者だった。私も広島や埼玉支
部の講演会に自宅から参加することが出来
た。時代である。（編集長・堤哲／財団評議員）

絹谷幸二画「国際貢献カレンダー」2024
文化勲章受章者

お申し込みは 専用ダイヤル 03-3820-0545
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ウィーンの「鳳凰来儀」について
　ウィーン（オーストリア）国連国際センター 1階の円形大ロビー・
ロトンダに、アジア刑政財団が国連創設 50 周年を記念して １９９６（平
成８）年に寄贈した故吉田左源二画伯の「鳳凰来儀」の大作が設置
されている。タテ２．４㍍×横７．２㍍。
　同センターの芸術作品を紹介する冊子の表紙にも、この「鳳凰来
儀」を中心としたロトンダの写真が掲載されている（写真左）。
　「この世に平和が満ち、正義が支配するとき、霊鳥・鳳凰が地上
に飛来する」（礼記）と脇の銘板に説明がある。
　国連薬物・犯罪事務所（UNODC）は、このセンターに入っている。
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